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Jurgen Habermas,Strukturwandel der Offendichkeit―一Untersuchung n zu einer Kategorie der burgerll
chen Gesellschaft,Neuwied(Luchtehand)1962細谷貞雄訳『公共性の構造転換』未来社,1973年,11ページ。
この効率性の2通りの意味については,館 龍一郎氏による次の指摘がある。「経済学で効率という場合,技術的
な効率と社会的な効率の2つの効率性を含む概念として使われるのが普通である。第一の技術的効率は,ある商
藤田安一 :現代金融機関における効率性と公共性
品を生産する場合最低のコストで生産するという意味での効率性であって,別の言い方をすれば無駄を排除する
ということである。他方,社会的効率というのは資源・資金を最も資源・資金を必要とする分野に配分するとい
う意味であって,パレート最適の状態では当然,この条件が満たされていなければならないのである。」(「金融制
度の改正について」全銀協『金融』1991年8月号, 5～6ペー ジ。)
(3)金融機関の公共性について,静態的にとらえられた公共性と積極的にとらえられた公共性という, この2つの概
念があることを指摘した例として,関 要「金融制度調査会の答申――普通銀行のあり方と銀行制度の改正一―」
(『金融』1979年8月号)をあげることができる。
(4)詳しくは,谷田庄三「金融機関の社会的役割についてJ大阪市立大学『経営研究』第27巻第 4・5。6号併合,1977
年3月,212ページ参照。
(5)銀行の「公共性」の内容については,川口恭弘『現代の金融法』(中央経済社,1994年)9～10ペー ジ参照。
俗)金融問題研究会「経済社会環境の変化に対応した今後における金融機関のあり方に関する報告書」『金融』1978年
7月号,18～19ペー ジ参照。
(n 金融制度調査会「普通銀行のあり方と銀行制度の改正についてJ『金融』1979年7月号,36～37ペー ジ。
18)同上,38ページ。
①)上田正顕「銀行法の全面改正について (■)」『金融』1981年6月号, 6ページ。
10 同上, 8ページ参照。
10 同上,■ページ参照。
CD 同上,14ページ参照。
10 前掲「普通銀行のあり方と銀行制度の改正についてJ63ページ。
10 金融制度調査会小委員会による「銀行法改正の具体的内容に関する小委員会の意見Jは,『金融』1979年7月号に
所収。
19 全銀協「銀行法改正に関する全銀協の意見」『金融』1979年8月号,31ページ。
10 全銀協「銀行法改正に関する国会論議集」(1981年8月)99ページ。
10 1981年5月6日衆議院大蔵委員会における前田政府委員の答弁より。
10 前掲「銀行法改正に関する全銀協の意見」32ペー ジ。
10 前掲「普通銀行のあり方と銀行制度の改正について」60ページ。
90 同上。
90 同上,60～61ペー ジ。
1221 前掲「銀行法改正に関する全銀協の意見」32ペー ジ。
lBl 田丸 務『現代の銀行』財経詳報社,1994年,188ページ。
90 大蔵省の発表した不良債権の残高は,都銀,長信銀,信託銀の21行ベースで総額13兆3000億円 (1994年9月末現
在)である。しかし,わが国の場合,金融機関の不良債権の公表基準は,(1)経営破綻に対する債権額 (破綻先債
権)一全銀行が公表する。(2輝町払いが6ヶ月以上延滞している債権額(延滞債権)一都市銀行,長期信用銀行,
信託銀行の3業態のみが公表する,にもとづいているだけである。したがって,利払いの延滞が6ヶ月に達して
いない債権や再建計画を承認し金利の減免や返済猶予を認めている債権は公表されていない。さらに,地方銀行
は破綻先債権のみを公表するだけで,地域金融機関 (信用金庫,信用組合,協同組合金融機関)は原則として公
表していない。そのため,これらの不良債権を合計すると,その額は50兆円とも60兆円ともいわれている。
(1995年8月31日受理)
